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「東京の中小企業の現状」のための企業調査の概要 

 

１ アンケート（調査）の概要 

（1） 調査対象 

都内に本社のある中小流通業（卸売業及び小売業）について、統計法の規定に基づき、総務省「事

業所母集団データベース（2018 年次フレーム）」情報から無作為に 10,000 社を抽出（対象業種につ

いては卸売業Ｐ35 及び小売業Ｐ119 参照） 

（2） 有効回答率 

 卸売業 小売業 全体 

総配布数 3,000 7,000 10,000 

有効配送数（Ａ） 2,374 5,701 8,075 

有効回収数（Ｂ） 760 2,005 2,765 

有効回答率（Ｂ/Ａ） 32.0％ 35.2％ 34.2％ 

 

（3） 調査の実施時期 

 2020 年２年９月 

（4） 調査方法 

 郵送による配布、郵送による回収 

（5） 調査票 

 次葉以降参照 

 

２ ヒアリング調査 

（1） 調査対象 アンケート回答企業の中から 20 企業 

（2） 調査の実施時期 2020 年 10月～12 月 

 

３ 調査項目 

卸売業・小売業共通項目：企業概要、経営成果、仕入活動、販売活動、ＩＣＴ（情報通信技術）の

利活用、事業承継、新型コロナウイルス感染症の影響と対応、競争力強

化への取組 

卸売業独自項目    ：物流業務、事業の採算性 

小売業独自項目    ：主たる店舗の状況、経営方針 

 

  

「東京の中小企業の現状」のための企業調査の概要 

 

１ アンケート（調査）の概要 

（1） 調査対象 

都内に本社のある中小流通業（卸売業及び小売業）について、統計法の規定に基づき、総務省「事

業所母集団データベース（2018 年次フレーム）」情報から無作為に 10,000 社を抽出（対象業種につ

いては卸売業Ｐ36 及び小売業Ｐ123参照） 

（2） 有効回答率 

 卸売業 小売業 全体 

総配布数 3,000 7,000 10,000 

有効配送数（Ａ） 2,374 5,701 8,075 

有効回収数（Ｂ） 760 2,003 2,763 

有効回答率（Ｂ/Ａ） 32.0％ 35.1％ 34.2％ 

 

（3） 調査の実施時期 

 2020 年２年９月 

（4） 調査方法 

 郵送による配布、郵送による回収 

（5） 調査票 

 次葉以降参照 

 

２ ヒアリング調査 

（1） 調査対象 アンケート回答企業の中から 20 企業 

（2） 調査の実施時期 2020 年 10月～12月 

 

３ 調査項目 

企業概要、経営成果、仕入活動、販売活動、物流活動、ＩＣＴ（情報通信技術）の利活用、経営環

境事業承継、新型コロナウイルス感染症の影響と対応、競争力向上への取組、その他 

  

４ 有識者ヒアリング 

（1） 有識者 

 アイエム コンサルティング 代表 中小企業診断士 入山 央 

 慶應義塾大学 経済学部 教授 博士（経済学） 植田 浩史 

 埼玉大学大学院    人文社会科学研究科・経済学部 准教授 

  博士（経営学） 川端 庸子 

 神奈川大学   経済学部 教授 博士（経営学） 寺嶋 正尚 

 東京女子大学  現代教養学部 コミュニケーション専攻 講師  

  博士（地球環境学） 福島 慎太郎 

（50 音順・敬称略） 

（2） ヒアリング開催時期 

 第１回 アンケート作成時 2020 年７月～８月 

 第２回 アンケート集計時 2020 年 1月～２月 

 第３回 報告書作成時 2021 年３月 

「東京の中小企業の現状」のための企業調査の概要 

 

１ アンケート（調査）の概要 

（1） 調査対象 

都内に本社のある中小流通業（卸売業及び小売業）について、総務省「事業所母集団データベース

（平成 30年次フレーム）」から無作為に卸売業 3,000 企業、小売業 2,000 企業を抽出（対象業種に

ついては卸売業Ｐ35 及び小売業Ｐ123 参照） 

（2） 有効回答率 

 卸売業 小売業 全体 

総配布数 3,000 7,000 10,000 

有効配布数（Ａ） 2,374 5,701 8,075 

有効回答数（Ｂ） 760 2,003 2,763 

有効回収率（Ｂ/Ａ） 32.0％ 35.1％ 34.2％ 

 

（3） 調査の実施時期 

 2020 年９月 

（4） 調査方法 

 郵送による配布、郵送による回収 

（5） 調査票 

 次葉以降参照 

 

２ ヒアリング調査 

（1） 調査対象 アンケート回答企業の中から 20 企業 

（2） 調査の実施時期 2020 年 10月～12月 

 

３ 調査項目 

企業概要、経営成果、仕入活動、販売活動、物流活動、ＩＣＴ（情報通信技術）の利活用、経営環

境、事業承継、新型コロナウイルス感染症の影響と対応、競争力向上への取組、その他 

 

４ 有識者ヒアリング 

（1） 有識者 

 アイエム コンサルティング 代表 中小企業診断士 入山 央 

 慶應義塾大学 経済学部 教授 博士（経済学） 植田 浩史 

 埼玉大学大学院    人文社会科学研究科・経済学部 准教授 

  博士（経営学） 川端 庸子 

 神奈川大学   経済学部 教授 博士（経営学） 寺嶋 正尚 

 東京女子大学  現代教養学部 コミュニケーション専攻 講師  

  博士（地球環境学） 福島 慎太郎 

（50音順・敬称略） 

「東京の中小企業の現状」のための企業調査の概要 

 

１ アンケート（調査）の概要 

（1） 調査対象 

都内に本社のある中小流通業（卸売業及び小売業）について、総務省「事業所母集団データベース

（平成 30年次フレーム）」から無作為に卸売業 3,000 企業、小売業 2,000 企業を抽出（対象業種に

ついては卸売業Ｐ35及び小売業Ｐ123 参照） 

（2） 有効回答率 

 卸売業 小売業 全体 

総配布数 3,000 7,000 10,000 

有効配布数（Ａ） 2,374 5,701 8,075 

有効回答数（Ｂ） 760 2,003 2,763 

有効回収率（Ｂ/Ａ） 32.0％ 35.1％ 34.2％ 

 

（3） 調査の実施時期 

 2020 年９月 

（4） 調査方法 

 郵送による配布、郵送による回収 

（5） 調査票 

 次葉以降参照 

 

２ ヒアリング調査 

（1） 調査対象 アンケート回答企業の中から 20企業 

（2） 調査の実施時期 2020 年 10 月～12月 

 

３ 調査項目 

企業概要、経営成果、仕入活動、販売活動、物流活動、ＩＣＴ（情報通信技術）の利活用、経営環

境、事業承継、新型コロナウイルス感染症の影響と対応、競争力向上への取組、その他 

 

４ 有識者ヒアリング 

（1） 有識者 

 アイエム コンサルティング 代表 中小企業診断士 入山 央 

 慶應義塾大学 経済学部 教授 博士（経済学） 植田 浩史 

 埼玉大学大学院    人文社会科学研究科・経済学部 准教授 

  博士（経営学） 川端 庸子 

 神奈川大学   経済学部 教授 博士（経営学） 寺嶋 正尚 

 東京女子大学  現代教養学部 コミュニケーション専攻 講師  

  博士（地球環境学） 福島 慎太郎 

（50音順・敬称略） 

「東京の中小企業の現状」のための企業調査の概要 

 

１ アンケート（調査）の概要 

（1） 調査対象 

都内に本社のある中小流通業（卸売業及び小売業）について、総務省「事業所母集団データベース

（平成 30年次フレーム）」から無作為に卸売業 3,000企業、小売業 2,000 企業を抽出（対象業種に

ついては卸売業Ｐ35及び小売業Ｐ123 参照） 

（2） 有効回答率 

 卸売業 小売業 全体 

総配布数 3,000 7,000 10,000 

有効配布数（Ａ） 2,374 5,701 8,075 

有効回収数（Ｂ） 760 2,003 2,763 

有効回収率（Ｂ/Ａ） 32.0％ 35.1％ 34.2％ 

 

（3） 調査の実施時期 

 2020 年９月 

（4） 調査方法 

 郵送による配布、郵送による回収 

（5） 調査票 

 次葉以降参照 

 

２ ヒアリング調査 

（1） 調査対象 アンケート回答企業の中から 20企業 

（2） 調査の実施時期 2020 年 10月～12 月 

 

３ 調査項目 

企業概要、経営成果、仕入活動、販売活動、物流活動、ＩＣＴ（情報通信技術）の利活用、経営環

境、事業承継、新型コロナウイルス感染症の影響と対応、競争力向上への取組、その他 

 

４ 有識者ヒアリング 

（1） 有識者 

 アイエム コンサルティング 代表 中小企業診断士 入山 央 

 慶應義塾大学 経済学部 教授 博士（経済学） 植田 浩史 

 埼玉大学大学院    人文社会科学研究科・経済学部 准教授 

  博士（経営学） 川端 庸子 

 神奈川大学   経済学部 教授 博士（経営学） 寺嶋 正尚 

 東京女子大学  現代教養学部 コミュニケーション専攻 講師  

  博士（地球環境学） 福島 慎太郎 

（50音順・敬称略） 

「東京の中小企業の現状」のための企業調査の概要 

 

１ アンケート（調査）の概要 

（1） 調査対象 

都内に本社のある中小流通業（卸売業及び小売業）について、総務省「事業所母集団データベース

（平成 30年次フレーム）」から無作為に卸売業 3,000企業、小売業 2,000 企業を抽出（対象業種に

ついては卸売業Ｐ35及び小売業Ｐ123 参照） 

（2） 有効回答率 

 卸売業 小売業 全体 

総配布数 3,000 7,000 10,000 

有効配布数（Ａ） 2,374 5,701 8,075 

有効回収数（Ｂ） 760 2,003 2,763 

有効回収率（Ｂ/Ａ） 32.0％ 35.1％ 34.2％ 

 

（3） 調査の実施時期 

 2020 年９月 

（4） 調査方法 

 郵送による配布、郵送による回収 

（5） 調査票 

 次葉以降参照 

 

２ ヒアリング調査 

（1） 調査対象 アンケート回答企業の中から 20企業 

（2） 調査の実施時期 2020 年 10月～12 月 

 

３ 調査項目 

企業概要、経営成果、仕入活動、販売活動、物流活動、ＩＣＴ（情報通信技術）の利活用、経営環

境、事業承継、新型コロナウイルス感染症の影響と対応、競争力向上への取組、その他 

 

４ 有識者ヒアリング 

（1） 有識者 

 アイエム コンサルティング 代表 中小企業診断士 入山 央 

 慶應義塾大学 経済学部 教授 博士（経済学） 植田 浩史 

 埼玉大学大学院    人文社会科学研究科・経済学部 准教授 

  博士（経営学） 川端 庸子 

 神奈川大学   経済学部 教授 博士（経営学） 寺嶋 正尚 

 東京女子大学  現代教養学部 コミュニケーション専攻 講師  

  博士（地球環境学） 福島 慎太郎 

（50音順・敬称略） 



 神奈川大学   経済学部 教授 博士（経営学） 寺嶋 正尚 

 東京女子大学  現代教養学部 コミュニケーション専攻 講師  

  博士（地球環境学） 福島 慎太郎 

（50 音順・敬称略） 

（2） ヒアリング開催時期 

 第１回 アンケート作成時 2020 年７月～８月 

 第２回 アンケート集計時 2020 年 1月～２月 

 第３回 報告書作成時 2021 年３月 

 

５ 調査委託先 

 株式会社地域計画建築研究所 東京事務所 

 

（2） ヒアリング開催時期 

 第１回 アンケート作成時 2020 年７月～８月 

 第２回 アンケート集計時 2020 年 1 月～２月 

 第３回 報告書作成時 2021 年３月 

 

５ 調査委託先 

 株式会社地域計画建築研究所 東京事務所 
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問３ 貴社（貴店）における売上高等の業績と営業形態について 

(1)直近決算の年間売上高は、次のどれに該当しますか (１つに○) 

1. 100 万円未満  2. 100～500 万円未満 3. 500 万～1 千万円未満  

4. 1～3千万円未満 5. 3～5 千万円未満 6. 5 千万～1 億円未満  

7. 1～3億円未満 8. 3～5 億円未満 9. 5 億円以上 

 

(2)３年前と比較して、直近決算の年間売上高は、どのように変化していますか (１つに○) 

（創業後３年以内の場合→（3）へ） 

1. 増 加 2. ほぼ横ばい 3. やや減少 4．減 少 5. 大幅減少 
 (5％以上)    (±5％未満)           (10％未満)      (20％未満)      (20％以上) 

 

(3)直近決算の売上総利益(粗利益)は、次のどれに該当しますか (１つに○) 

1. 100 万円未満  2. 100～500 万円未満 3. 500 万～1 千万円未満  

4. 1～3千万円未満 5. 3～5 千万円未満 6. 5 千万～1 億円未満  

7. 1～3億円未満 8. 3 億円以上 

 

(4)３年前と比較して、直近決算の売上総利益(粗利益)は、どのように変化していますか (１つに○) 

（創業後３年以内の場合→（5）へ） 

1. 増 加 2. ほぼ横ばい 3. やや減少 4．減 少 5. 大幅減少 
(5％以上)    (±5％未満)           (10％未満)      (20％未満)     (20％以上) 

 

(5)直近決算の売上総利益率(粗利益率) （売上総利益÷売上高）は、次のどれに該当しますか 

 (１つに○) 

1. 10％未満 2. 10～15％未満 3. 15～20％未満 4. 20～25％未満 

5. 25～30％未満 6. 30～35％未満 7. 35～40％未満 8. 40％以上 

 

(6)３年前と比較して、直近決算の売上総利益率(粗利益率)は、どのように変化していますか   

(１つに○) （創業後３年以内の場合→（7）へ） 

1. 増 加 2. ほぼ横ばい 3. やや減少 4．減 少 5. 大幅減少 
 (5 ﾎﾟｲﾝﾄ(注)以上) (±5 ﾎﾟｲﾝﾄ未満)        (10 ﾎﾟｲﾝﾄ未満)      (20 ﾎﾟｲﾝﾄ未満)    (20 ﾎﾟｲﾝﾄ以上) 

   
(注) 直近決算の売上総利益率(粗利益率)(％)から３年前の売上総利益率(粗利益率)(％)を引いたもの 

     例：直近決算が12％、3年前が20％の場合、8ポイントの減少 

 

(7)直近決算の売上高経常利益率(経常利益÷売上高)は、次のどれに該当しますか (１つに○) 

1. 赤字(マイナス) 2. 0～2％未満 3. 2～4％未満 

4. 4～10％未満 5. 10％以上 

 

(8)３年前と比較して、直近決算の経常損益は、どのように変化していますか (１つに○) 

（創業後３年以内の場合→次頁の（9）へ） 

1. 黒字が拡大 2. 黒字でほぼ横ばい(±5％未満) 3. 黒字だが利益額は減少 

4. 黒字から赤字に転落 5. 赤字から黒字に転換  

6. 赤字だが損失額は縮小 7. 赤字でほぼ横ばい(±5％未満) 8. 赤字が拡大 
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